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〇 消費・安全対策交付金実施要領（平成17年４月１日付け16消安第10272号消費・安全局長通知）一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

 

第３ 事業メニューの実施に当たってのガイドライン 

１ （略） 

 

第３ 事業メニューの実施に当たってのガイドライン 

１ （略） 

２ 事業実施主体は、アからキまでに掲げる事項を内容とする事業を実施する場合には別

添１によるほか、それぞれ以下の点に留意するものとする。 

ア～ウ （略） 

エ 農業用機械施設の整備（リース等を含む。） 

農業用機械施設の交付対象の基準については、農業用機械施設補助の整理合理化に

ついて（昭和57年４月５日付け57予第401号農林水産事務次官依命通知）、農業用機械

施設の補助対象範囲の基準について（昭和57年４月５日付け57農蚕第2503号農林水産

省構造改善局長、農蚕園芸局長、畜産局長、食品流通局長及び林野庁長官連名通知）

及び補助事業により導入する農業機械に係る審査の適正化等について（昭和60年４月

５日付け60農蚕第1947号農林水産省構造改善局長、農蚕園芸局長、畜産局長、食品流

通局長及び林野庁長官連名通知）の定めるところによる。ただし、要綱別表１の２の

食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金の事業メニュー及びその内容の欄の(2)及び

(3)の取組については、農業用機械施設補助の整理合理化についての基準を適用しない

ものとする。 

オ （略） 

カ 地域提案型事業 

要綱第５第２項の地域提案型事業に対する交付金額の合計は、要綱別表１の１の食

品安全・消費者信頼確保対策推進交付金及び同表の２の食品安全・消費者信頼確保対

策整備交付金ごとに、それぞれ都道府県及び政令指定都市（以下「都道府県等」とい

う。）ごとの交付金総額の20％を超えないものとする。 

地域提案型事業の交付率は、類似の事業メニューの交付率を準用する。 

なお、この場合の事業メニューは、目標値の達成のために必要であるものに限るも

のとし、農家等の個人の資産の形成につながるもの等は交付金の対象としない。 

キ （略） 

２ 事業実施主体は、アからキまでに掲げる事項を内容とする事業を実施する場合には別

添１によるほか、それぞれ以下の点に留意するものとする。 

ア～ウ （略） 

エ 農業用機械施設の整備（リース等を含む。） 

農業用機械施設の交付対象の基準については、農業用機械施設補助の整理合理化に

ついて（昭和57年４月５日付け57予第401号農林水産事務次官依命通知）、農業用機械

施設の補助対象範囲の基準について（昭和57年４月５日付け57農蚕第2503号農林水産

省構造改善局長、農蚕園芸局長、畜産局長、食品流通局長及び林野庁長官連名通知）

及び補助事業により導入する農業機械に係る審査の適正化等について（昭和60年４月

５日付け60農蚕第1947号農林水産省構造改善局長、農蚕園芸局長、畜産局長、食品流

通局長及び林野庁長官連名通知）の定めるところによる。ただし、要綱別表１の２の

食料安全保障確立対策整備交付金の事業メニュー及びその内容の欄の(2)及び(3)の取

組については、農業用機械施設補助の整理合理化についての基準を適用しないものと

する。 

オ （略） 

カ 地域提案型事業 

要綱第５第２項の地域提案型事業に対する交付金額の合計は、要綱別表１の１の食

料安全保障確立対策推進交付金及び同表の２の食料安全保障確立対策整備交付金ごと

に、それぞれ都道府県及び政令指定都市（以下「都道府県等」という。）ごとの交付金

総額の20％を超えないものとする。 

地域提案型事業の交付率は、類似の事業メニューの交付率を準用する。 

なお、この場合の事業メニューは、目標値の達成のために必要であるものに限るも

のとし、農家等の個人の資産の形成につながるもの等は交付金の対象としない。 

キ （略） 

３～10 （略） ３～10 （略）  

11 要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金の目的欄の２の伝染性疾

病・病害虫の発生予防・まん延防止に係る交付率欄において消費・安全局長が別に定め

るとされている交付率は次に掲げるとおりとする。 

（１）～（７）（略） 

11 要綱別表１の１の食料安全保障確立対策推進交付金の目的欄の２の伝染性疾病・病害

虫の発生予防・まん延防止に係る交付率欄において消費・安全局長が別に定めるとされ

ている交付率は次に掲げるとおりとする。 

（１）～（７）（略） 

 

第６ 事後評価結果の反映の方法等 

 

第６ 事後評価結果の反映の方法等 
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１ 要綱第30第11項の消費・安全局長等が別に定めるところによる事後評価結果の反映の

方法等は、別添４によるものとする。 

１ 要綱第30第10項の消費・安全局長等が別に定めるところによる事後評価結果の反映の

方法等は、別添４によるものとする。 

２ 要綱第30第12項の事後評価の公表については、消費・安全局長及び地方農政局長等

（要綱第７第１項第１号から第３号までに規定する者をいう。以下同じ。）が事業を実施

した年度の翌年度の12月末までに要綱第30第７項の結果を公表するものとする。 

２ 要綱第30第11項の事後評価の公表については、消費・安全局長及び地方農政局長等

（要綱第６第１項第１号から第３号までに規定する者をいう。以下同じ。）が事業を実施

した年度の翌年度の12月末までに要綱第30第７項の結果を公表するものとする。 

 

第８ 施設整備等の一般的基準 

交付金による施設整備等の一般的基準は次のとおりとする。 

１～10 （略） 

 

第８ 施設整備等の一般的基準 

交付金による施設整備等の一般的基準は次のとおりとする。 

１～10 （略） 

11 要綱別表１の伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止のうち家畜衛生の推進の実

施に当たっては、家畜排せつ物、施設排水及び臭気等について、適切な処理が行われる

よう環境の汚染、公害・衛生問題等に留意するとともに、機械・施設の整備に当たって

は、飼養頭数、使用頻度、家畜衛生状況、家畜保健衛生所の病性鑑定能力その他の地域

の実情を勘案して、過剰な投資とならないよう十分配慮するものとする。 

なお、食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金については、公債発行対象経費であ

ることから対象経費（汎用性のある備品は交付対象外）の執行には留意するものとす

る。 

11 要綱別表１の伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止のうち家畜衛生の推進の実

施に当たっては、家畜排せつ物、施設排水及び臭気等について、適切な処理が行われる

よう環境の汚染、公害・衛生問題等に留意するとともに、機械・施設の整備に当たって

は、飼養頭数、使用頻度、家畜衛生状況、家畜保健衛生所の病性鑑定能力その他の地域

の実情を勘案して、過剰な投資とならないよう十分配慮するものとする。 

なお、食料安全保障確立対策整備交付金については、公債発行対象経費であることか

ら対象経費（汎用性のある備品は交付対象外）の執行には留意するものとする。 

12 （略）  12 （略）  

13 事業の着手及び着工 

（１）・（２）（略） 

（３）国は、第１号のただし書による着手については、事前にその理由等を十分に検討し

て必要最小限にとどめるよう指導・助言するほか、着手後においても必要な指導・助

言を十分に行うことにより、当該事業が適正に行われるようにするものとする。 

（４）（略） 

13 事業の着手及び着工 

（１）・（２）（略） 

（３）地方農政局長等は、第１号のただし書による着手については、事前にその理由等を

十分に検討して必要最小限にとどめるよう指導するほか、着手後においても必要な指

導を十分に行うことにより、当該事業が適正に行われるようにするものとする。 

（４）（略） 

14・15 （略） 14・15 （略） 

 

第９ 推進指導等 

１ 推進指導 

国は、交付事業者（要綱第６第１項の交付事業者をいう。以下同じ。）に対し、交付金

で実施する内容が、国や当該都道府県等の政策課題や過去の取組の実施水準、全国的な

指標と比較した場合の取組水準等に鑑み適切なものとなるよう、指導・助言を行うもの

とする。 

 

第９ 推進指導等 

 

 

２ 事後評価結果等に基づく指導 

（１）事業実施後、消費・安全局長は、目標値の達成度、事業の実施方法等の評価に加

え、要綱別表１の１のⅠの３に係る事業実施主体のうち複数の都道府県において食育

活動に取り組む事業実施主体（以下「都道府県域を越えた取組の事業実施主体」とい

う。）に対し、国の政策課題を踏まえつつ、交付金で実施した内容と過去の都道府県域

を越えた取組の実施水準を比較した相対的な評価を実施し、また、要綱別表１の１の

１ 事後評価結果等に基づく指導 

（１）消費・安全局長は、要綱別表１の１のⅠの３に係る事業実施主体のうち複数の都道

府県において食育活動に取り組むもの（以下「都道府県域を越えた取組の事業実施主

体」という。）及び要綱別表１の１のⅠの３の（11）の取組を行う事業実施主体（以下

「「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体」という。）に対し、交付金で

実施する内容が、国の政策課題や過去の都道府県域を越えた取組の実施水準等に鑑み
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Ⅰの３の（11）の取組を行う事業実施主体（以下「「産地・生産者への理解向上」の取

組の事業実施主体」という。）及び別表１の１のⅠの３の（12）の取組を行う事業実施

主体（以下「「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体」という。）

に対しては、国の政策課題を踏まえつつ、交付金で実施した内容と過去に農林水産省

で実施した類似事業の実施水準を比較した相対的な評価を実施し、これらに基づき、

今後の対応、事業の実施に当たっての留意事項等について指導を行うものとする。 

また、地方農政局長等は、事業実施後、目標値の達成度、事業の実施方法等の評価

に加え、それぞれの都道府県等の事情や政策課題を踏まえつつ、交付金で実施した内

容と全国的な指標、他の都道府県等の取組水準又は外国における取組事例を比較した

相対的な評価を実施し、これらに基づき、都道府県知事等に対し、今後の対応、事業

の実施に当たっての留意事項等について指導を行うものとする。 

消費・安全局長又は地方農政局長等は、これらの指導を行うに当たって、必要に応

じて評価検討委員の意見を聴くものとする。 

 

 

 

 

 

 

（２）要綱第30第９項の「事後評価の結果が低い交付事業者」は、次に掲げる基準に該当

する交付事業者とする。 

ア 要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金の目的欄の１農畜水

産物の安全性の向上及び２伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止並びに要綱

別表１の２食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金については、別添４の１の

（２）で求めた都道府県等の総合的な達成度がＣに当てはまる都道府県等 

イ 要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金の目的欄の３地域で

の食育の推進のうち都道府県を通じた取組については、都道府県等全体での成果報

告書において別添４の３の（４）で求めた事業実施主体ごとの達成度がＣに当ては

まる事業実施主体が含まれる都道府県等 

ウ 要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金の目的欄の３地域で

の食育の推進のうち都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理解向上」の取組

及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組については、別添４の３の（４）

で求めた事業実施主体ごとの達成度がＣに当てはまる都道府県域を越えた取組の事

業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体及び「地域農業・

教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体 

（３）やむを得ない事情により目標値の達成が困難になった場合を除き、消費・安全局長

又は地方農政局長等は、事後評価の結果が低い交付事業者に対し、要因の説明を求め

るとともに改善の指導を行うものとする。 

適切なものとなるよう指導を行うものとし、地方農政局長等は、都道府県知事等に対

し、交付金で実施する内容が、国や当該都道府県等の政策課題、全国的な指標と比較

した場合の取組水準等に鑑み適切なものとなるよう、指導を行うものとする。 

事業実施後、消費・安全局長は、目標値の達成度、事業の実施方法等の評価に加

え、都道府県域を越えた取組の事業実施主体に対し、国の政策課題を踏まえつつ、交

付金で実施した内容と過去の都道府県域を越えた取組の実施水準を比較した相対的な

評価を実施し、また、「産地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体に対して

は、国の政策課題を踏まえつつ、交付金で実施した内容と過去に農林水産省で実施し

た類似事業の実施水準を比較した相対的な評価を実施し、これらに基づき、今後の対

応、事業の実施に当たっての留意事項等について指導を行うものとする。 

また、地方農政局長等は、事業実施後、目標値の達成度、事業の実施方法等の評価

に加え、それぞれの都道府県等の事情や政策課題を踏まえつつ、交付金で実施した内

容と全国的な指標、他の都道府県等の取組水準又は外国における取組事例を比較した

相対的な評価を実施し、これらに基づき、都道府県知事等又は都道府県域を越えた取

組の事業実施主体（以下「交付事業者」という。）に対し、今後の対応、事業の実施に

当たっての留意事項等について指導を行うものとする。 

消費・安全局長又は地方農政局長等は、これらの指導を行うに当たって、必要に応

じて評価検討委員の意見を聴くものとする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）やむを得ない事情により目標値の達成が困難になった場合を除き、要綱第30第９項

により、消費・安全局長は都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産

者への理解向上」の取組の事業実施主体に対し、地方農政局長等は都道府県知事等に
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なお、やむを得ない事情とは、家畜伝染性疾病の発生、自然災害、経済的事情の著

しい変化等の要因により、正常な事業の遂行が困難な場合であって、事後評価に際し

て意見を聴く評価検討委員が妥当であると認めた場合をいう。 

 

 

（４）（３）により消費・安全局長又は地方農政局長等から指導を受けた交付事業者は、次

年度の事業実施計画を策定する場合には、当該指導の内容を踏まえたものとする。 

 

 

 

（５）（略） 

対し、事後評価が低くなった要因の説明を求めるとともに改善の指導・助言を行うも

のとする。 

なお、やむを得ない事情とは、家畜伝染性疾病の発生、自然災害、経済的事情の著

しい変化等の要因により、正常な事業の遂行が困難な場合であって、事後評価に際し

て意見を聴く評価検討委員が妥当であると認めた場合をいう。 

（３）（２）により消費・安全局長又は地方農政局長等から指導・助言を受けた交付事業者

（都道府県知事等、都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への

理解向上」の取組の事業実施主体をいう。以下同じ。）は、次年度の事業実施計画を策

定する場合には、当該指導・助言の内容を踏まえたものとする。 

（４）（略） 

３・４ （略） ２・３ （略） 

  

別表１ 目標値設定に当たっての根拠及び留意事項 

 

１ 食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金 

 
目的及び目標 

 
目 標 値 

 
目標値設定に当たっての根拠及び留意事項 

 
Ⅰ農畜水産物の安全性の

向上 
 

１ － １ ・ １ － ２ 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 
２農薬の適正使用等の

総合的な推進 

 
次の項目のうち一以

上の項目につき目標値
を設定する。 
・農薬の不適切な販売
及び使用の発生割合 

・農薬適正使用アドバ
イザー又は農薬管理
指導士の認定数 

・埋設農薬の処理進捗
率 

・試験従事者等への農
薬ＧＬＰに係る研修
の開催回数 

・農薬ＧＬＰに適合し
たほ場の環境の整備
を行うほ場数 

 
＜根拠となるデータ等＞ 
ア・イ （略） 
ウ 農薬適正使用アドバイザー又は農薬管理指導士
の認定数については、都道府県において認定した
人数とする。 

エ～カ （略） 
 
＜目標値設定に当たっての留意事項＞ 
ア～オ （略） 
カ 農薬適正使用アドバイザー又は農薬管理指導士
の認定数の目標値は、前年度等の過去の認定数を
勘案して設定する。 

キ 埋設農薬の処理進捗率を算出する際に用いる当
該都道府県における埋設農薬の総量は、原則とし
て「埋設農薬の管理状況等に係る調査について」
（平成20年４月３日付け農林水産省消費・安全局
長通知）により把握した数量とする。ただし、そ
れ以降の調査等によって追加等されている場合に
は、その根拠を明確にした上で数量を変更するこ
とができるものとする。 

※１ ウの違反率は小数点以下１桁（２桁四捨五
入）とし、Ａ及びＢは、小数点以下３桁（４桁
四捨五入）まで求めるものとする。 

別表１ 目標値設定に当たっての根拠及び留意事項 

 

１ 食料安全保障確立対策推進交付金 

 
目的及び目標 

 
目 標 値 

 
目標値設定に当たっての根拠及び留意事項 

 
Ⅰ農畜水産物の安全性の

向上 
 

１ － １ ・ １ － ２ 
（略） 

 
（略） 

 
（略） 

 
２農薬の適正使用等の

総合的な推進 

 
次の項目のうち一以

上の項目につき目標値
を設定する。 
・農薬の不適切な販売
及び使用の発生割合 

 
 
 
・埋設農薬の処理進捗
率 

・試験従事者等への農
薬ＧＬＰに係る研修
の開催回数 

・農薬ＧＬＰに適合し
たほ場の環境の整備
を行うほ場数 

 
＜根拠となるデータ等＞ 
ア・イ （略） 
（新設） 
 
 
ウ～オ （略） 
 
＜目標値設定に当たっての留意事項＞ 
ア～オ （略） 
（新設） 
 
 
カ 埋設農薬の処理進捗率を算出する際に用いる当
該都道府県における埋設農薬の総量は、原則とし
て「埋設農薬の管理状況等に係る調査について」
（平成20年４月３日付け農林水産省消費・安全局
長通知）により把握した数量とする。ただし、そ
れ以降の調査等によって追加等されている場合に
は、その根拠を明確にした上で数量を変更するこ
とができるものとする。 

※１ ウの違反率は小数点以下１桁（２桁四捨五
入）とし、Ａ及びＢは、小数点以下３桁（４桁
四捨五入）まで求めるものとする。 
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※２ オの達成度は、整数値（小数点第１位は切り
捨て）を求めるものとする。 

 
 ３・４（略） 

 
 （略） 

 
（略） 

 
Ⅱ伝染性疾病・病害虫の

発生予防・まん延防止 
 

１・２（略） 

 
 
 
 
 （略） 

 
 
 
 
（略） 

   
３病害虫の防除の推進 次の項目のうち一以

上の項目につき目標値
を設定する。  
・防除が困難な作物に
係る防除体系等にお
ける防除に関する管
理手法の現状値から
の向上に関する指数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・防除が困難な作物に
係る防除体系等の普
及取組数 

 
 
 
・総合防除実践指標の
うち、作成・見直し
を行う実践ポイント
の全実践ポイントに
対する向上に関する
指数 

 
 
 
 
・総合防除の普及のた
めの指導者の育成に
必要な研修・講習等
への参加、当該研
修・講習等の参加・
開催等の回数 

 
・広域型総合防除体制
の構築に向けて、地

＜根拠となるデータ等＞ 
防除が困難な作物に係る防除体系等の防除に関す

る管理手法の現状値からの向上に関する指数は次式
により算出する。 
 
防除に関する管理手法の現状値からの向上に関す

る指数＝Ｘ＋100 
Ｘ＝防除が困難な作物の防除体系の管理手法にお

いて新たに実践しようとする管理手法の全管理手法
に対する割合（％）。 
 
ただし、精緻かつ省力的な病害虫の調査に資する

スマート害虫モニタリングシステム等の機器を用い
た発生予察事業に関する調査手法を実証する場合
は、Ｘ＝発生予察事業において、精緻かつ省力的な
病害虫の調査に資するスマート害虫モニタリングシ
ステム等の機器を新たに活用しようとする指定有害
動植物数の、各都道府県の調査対象の指定有害動植
物数に対する割合（％）とする。 

※ Ｘは、小数点以下を四捨五入して求めるもの
とする。 

 
防除が困難な作物に係る防除体系等の普及取組数

については、当該作物について新たに確立した発生
状況調査手法、防除技術、代替防除技術等の普及を
目的とした周知回数。 
 
 
総合防除実践指標のうち、作成・見直しを行う実

践ポイントの全実践ポイントに対する向上に関する
指数は次式より算出する。 
総合防除実践指標のうち、作成・見直しを行う実

践ポイントの全実践ポイントに対する向上に関する
指数＝Ｘ＋100 
Ｘ＝都道府県が作成・見直しを行う総合防除実践

指標において新たに実践しようとする実践ポイント
の全実践ポイントに対する割合（％）。 
 
総合防除の普及のための指導者の育成に必要な研

修・講習等への参加、当該研修・講習等の開催の回
数については、実施主体の担当者が参加した研修・
講習等、実施主体自らが開催した当該研修・講習等
の回数。 
 
 

※２ オの達成度は、整数値（小数点以下１桁を四
捨五入）を求めるものとする。 

 
 ３・４（略） 

 
 （略） 

 
（略） 

 
Ⅱ伝染性疾病・病害虫の

発生予防・まん延防止 
 

１・２（略） 

 
 
 
 
 （略） 

 
 
 
 
（略） 

   
３病害虫の防除の推進 次の項目のうち一以

上の項目につき目標値
を設定する。  
・防除が困難な作物の
防除体系や地域の実
情に応じた総合防除
体系における防除に
関する管理手法の現
状値からの向上に関
する指数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・防除が困難な作物の
防除体系や地域の実
情に応じた総合防除
体系等の普及取組数 

 
 
・総合防除の実践を図
るための指標のう
ち、策定・見直しを
行う管理項目の全管
理項目に対する向上
に関する指数 

 
 
 
 
・総合防除の普及のた
めの指導者の育成に
必要な研修・講習へ
の参加、当該研修・
講習の開催等の回数 

 
 
（新設） 
 

＜根拠となるデータ等＞ 
防除が困難な作物の防除体系や地域の実情に応じ

た総合防除体系等における防除に関する管理手法の
現状値からの向上に関する指数は次式により算出す
る。 
防除に関する管理手法の現状値からの向上に関す

る指数＝X＋100 
Ｘ＝防除が困難な作物の防除体系や地域の実情に

応じた総合防除体系の管理手法において新たに実践
しようとする管理手法の全管理手法に対する割合
（％）。 
ただし、精緻かつ省力的な病害虫の調査に資する

スマート害虫モニタリングシステム等の機器を用い
た発生予察事業に関する調査手法を実証する場合
は、Ｘ＝発生予察事業において、精緻かつ省力的な
病害虫の調査に資するスマート害虫モニタリングシ
ステム等の機器を新たに活用しようとする指定有害
動植物数の、各都道府県の調査対象の指定有害動植
物数に対する割合（％）とする。 

※ Ｘは、小数点以下を四捨五入して求めるもの
とする。 

 
防除が困難な作物の防除体系や地域の実情に応じ

た総合防除体系等の普及取組数については、当該作
物について新たに確立した発生状況調査手法、防除
技術、代替防除技術等の普及を目的とした周知回
数。 
 
総合防除の実践を図るための指標のうち、策定・

見直しを行う管理項目の全管理項目に対する向上に
関する指数は次式より算出する。 
総合防除の実践を図るための指標のうち、策定・

見直しを行う管理項目の全管理項目に対する向上に
関する指数＝Ｘ＋100 
Ｘ＝都道府県が策定・見直しを行う総合防除の実

践を図るための指標において新たに実践しようとす
る管理項目の全管理項目に対する割合（％）。 
 
総合防除の普及のための指導者の育成に必要な研

修・講習への参加、当該研修・講習の開催等の回数
については、実施主体の担当者が参加した研修・講
習、実施主体自らが開催した当該研修・講習の回
数。 
 
 

（新設） 
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域一体となった効果
的・効率的な新たな
防除体制の構築に関
する指数 

広域型総合防除体制の構築に向けて、地域一体と
なった効果的・効率的な新たな防除体制の構築に関
する指数は次式により算出する。 
地域一体となった効果的・効率的な新たな防除体

制の構築に関する指数＝Ｘ＋100 
Ｘ＝産地の当該作物・病害虫防除体系の管理手法

において、新たに広域型総合防除に転換する管理手
法の全管理手法に対する割合（％） 

 
４（略） 

 
 （略） 

 
（略） 

 
Ⅲ地域での食育の推進 
 
 
 地域での食育の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 食文化の継承度 
 
 
 
 
 
・ 栄養バランスに配
慮した食生活の実践
度 

 
 
 
 
・ 食育の推進に関わ
るボランティアの数 

 
 
・ 学校給食における
地場産物等を使用す
る割合又は学校給食
における地場産物等
活用に向けて検討し
た品目数 

 
・ 地域等で共食した
いと思う人が共食す
る割合 

 

 
※いずれも事業実施前後の数値の比較を行うものと
する。 
 
＜目標値設定に当たっての留意事項（共通事項）＞ 
都道府県を通じた取組については、「第４次食育

推進基本計画（令和３年３月31日食育推進会議決
定）」（以下「第４次食育推進基本計画」という。）
又は第５次食育推進基本計画（直近の食育に関する
意識調査結果等を含む。以下本別表１において同
じ。）、都道府県・市町村作成の食育推進計画及び都
道府県・市町村実施のアンケート調査を踏まえて目
標値を設定する。 
都道府県域を越えた取組、「産地・生産者への理

解向上」の取組及び「地域農業・教育連携モデルの
創出」の取組については、第４次食育推進基本計画
又は第５次食育推進基本計画を踏まえて目標値を設
定する。 
 
（略） 
 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
４（略） 

 
 （略） 

 
（略） 

 
Ⅲ地域での食育の推進 
 
 
 地域での食育の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 食文化の継承度 
 
 
 
 
 
・ 栄養バランスに配
慮した食生活の実践
度 

 
 
 
 
・ 食育の推進に関わ
るボランティアの数 

 
 
・ 学校給食における
地場産物等を使用す
る割合又は学校給食
における地場産物等
活用に向けて検討し
た品目数 

 
・ 地域等で共食した
いと思う人が共食す
る割合 

 

 
※いずれも事業実施前後の数値の比較を行うものと
する。 
 
＜目標値設定に当たっての留意事項（共通事項）＞ 
都道府県を通じた取組については、「第４次食育

推進基本計画（令和３年３月31日食育推進会議決
定）」（以下「第４次食育推進基本計画」という。」
（直近の食育に関する意識調査結果等を含む。以下
本別表１において同じ。）、都道府県・市町村作成の
食育推進計画及び都道府県・市町村実施のアンケー
ト調査を踏まえて目標値を設定する。 
都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産

地・生産者への理解向上」の取組の事業実施主体に
ついては、第４次食育推進基本計画を踏まえて目標
値を設定する。 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
 
 
（略） 
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・ 食品ロス削減のた
めに何らかの行動を
している者の割合 

 
・ 環境に配慮した農
林水産物・食品を選 
ぶ者の割合 

 
・ 食品の安全性につ
いての知識を持ち、
自ら判断する者の割
合 

 
・ 産地や生産者を意
識して農林水産物・
食品を選ぶ者の割合 

 
・ 農林漁業体験をは
じめとする生産者と
消費者との交流に参
加した者の増加割合
又は延べ人数 

（略） 
 
 
 
（略） 
 
 
 
＜根拠となるデータ等＞ 
食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら

判断する者の割合 
 
 
（略） 
 
 
 
（略） 

   
 

・ 食品ロス削減のた
めに何らかの行動を
している者の割合 

 
・ 環境に配慮した農
林水産物・食品を選 
ぶ者の割合 

 
（新設） 
 
 
 
 
・ 産地や生産者を意
識して農林水産物・
食品を選ぶ者の割合 

 
・ 農林漁業体験をは
じめとする生産者と
消費者との交流に参
加した者の増加割合
又は延べ人数 

（略） 
 
 
 
（略） 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
（略） 

   
 

  

２ 食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金【公債発行対象経費】 

 
目的及び目標 

 
目標値 

 
左の考え方 

 
Ⅱ伝染性疾病・病害虫の発

生予防・まん延の防止 
 

１（略） 
 

（削る。） 

 
 
 
 
 （略） 
 
（削る。） 

 
 
 
 
 （略） 

 
（削る。） 
 
 
 
 
 

 

 

２ 食料安全保障確立対策整備交付金【公債発行対象経費】 

 
目的及び目標 

 
目標値 

 
左の考え方 

 
Ⅱ伝染性疾病・病害虫の発

生予防・まん延の防止 
 

１（略） 
 

２不妊虫増殖施設の整備 

 
 
 
 
 （略） 
 
 ミバエ類不妊虫の目
標生産可能数の達成率 

 
 
 
 
 （略） 

 
 ミバエ類不妊虫の目標生産可能数の達成率を次
式にて算出する。 
 
算定式＝100×（事業終了後のミバエ類不妊虫の
生産可能数／ミバエ類不妊虫の目標生産可能数） 
 

 

 

  

別表２ 地域での食育の推進における対象経費及び交付率 

１．都道府県を通じた取組 

事業メニュー 経費 交付率 

ア （略） 
 

（略） （略） 

イ 食育活動を推進する
人材の育成及び活動の
促進 

（ア）食育推進リーダーの育成・活動の促進及び
食に関する民間資格を有する者の活用・活動
の促進並びに地域の食育人材を広く会した交
流会開催に係る経費 

 

別表２ 地域での食育の推進における対象経費及び交付率 

１．都道府県を通じた取組 

事業メニュー 経費 交付率 

ア （略） （略） 
 

（略） 

イ 食育推進リーダーの
育成及び活動の促進 

（ア）リーダー育成・活動及び地域の食育人材を広
く会した交流会開催の促進に係る経費 
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（略） （略） 

（イ）・（ウ）（略） （略） 
 

ウ～コ （略） （略） （略） 
   

 

（略） （略） 

（イ）・（ウ）（略） （略） 
 

ウ～コ （略） （略） （略） 
   

 

 

２．都道府県域を超えた取組 

事業メニュー 経費 交付率 

ア （略） 
 

（略） （略） 

イ 食育活動を推進する
人材の育成及び活動の
促進 

（ア）食育推進リーダーの育成・活動の促進及び食
に関する民間資格を有する者の活用・活動の
促進並びに地域の食育人材を広く会した交流
会開催に係る経費 

 

（略） （略） 

（イ）農業等の理解醸成の取組を実践するための研
修に係る経費 

 

講師謝金・旅費、賃金（運営補助を目的と
して雇用する臨時・非常勤職員に係るものに
限る。）、体験ほ場の借地料、体験ほ場管理に
係る物材費、農業機械・簡易トイレ等借料、
貸切りバス借料（日帰りに要するものに限
る。）、種苗・生産資材費（実習用具等の消耗
品費を含む。）、役務費、保険料、資料印刷
費、通信運搬費、消耗品費 

 

（略） 

（略） （略） 
 

ウ～コ （略） （略） （略） 
   

 

 

３．「産地・生産者への理解向上」の取組 

事業メニュー 経費 交付率 

「産地・生産者への理解
向上」の取組 

（略） 事業費の定額（1/2
以内） 
ただし、交付上限額
1,000万円。 

   
 

 

２．都道府県域を超えた取組 

事業メニュー 経費 交付率 

ア （略） 
 

（略） （略） 

イ 食育推進リーダーの
育成及び活動の促進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ア）リーダー育成・活動の促進及び地域の食育人
材を広く会した交流会開催に係る経費 

 
 

 

（略） （略） 

（イ）農業等の理解醸成の取組を実践するための研
修に係る経費 

 

体験ほ場の借地料、体験ほ場管理に係る物
材費、講師謝金・旅費、賃金（運営補助を目
的として雇用する臨時・非常勤職員に係るも
のに限る。）、体験ほ場の借地料、体験ほ場管
理に係る物材費、農業機械・簡易トイレ等借
料、資料印刷費、貸切りバス借料（日帰りに
要するものに限る。）、種苗・生産資材費（実
習用具等の消耗品費を含む。）、役務費、保険
料、資料印刷費、通信運搬費、消耗品費 

（略） 

（略） （略） 
 

ウ～コ （略） （略） （略） 
   

 

 

３．「産地・生産者への理解向上」の取組 

事業メニュー 経費 交付率 

「産地・生産者への理解
向上」の取組 

（略） 事業費の定額（1/2
以内） 
ただし、交付上限額
2000万円）。 

   
 

 

 

 

 

４．「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組 

事業メニュー 経費 交付率 

「地域農業・教育連携モデ
ルの創出」の取組 

（ア）農林水産業等に関する研修等 事業費の定額 
（10/10以内） 
ただし、交付上限額
350万円（うち食材

講師謝金・旅費、賃金（運営補助を目的と
して雇用する臨時・非常勤職員に係るものに
限る。）、調査員手当・旅費、体験ほ場の借地
料、体験ほ場管理に係る物財費、農業機械・

（新設） 
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簡易トイレ等借料、貸切りバス借料、種苗・
生産資材費（実習用具等の消耗品費含む。）、
資料印刷費、啓発資材作成・レンタル費、役
務費、通信運搬費、消耗品費、保険料 

費の交付上限額は25
万円） 
 

 食材費（展示・試食用及び農林漁業体験の
一環として行う加工・調理体験、試食用） 

 

 

 （イ）座学への特別講師（生産者等）の派遣  
 講師謝金・旅費、資料印刷費、啓発資材作

成・レンタル費、通信運搬費、消耗品費 
 

 

 （ウ）農林漁業体験機会の提供（生産者への協力
金交付） 

 

 協力金・協力旅費 
 

 

 （エ）学校農園の整備  

 作業員謝金、賃金（運営補助を目的として
雇用する臨時・非常勤職員に係るものに限
る。）、整備員旅費、体験ほ場管理に係る物材
費、種苗・生産資材費（実習用具等の消耗品
費を含む。）、大型農業機械借料、資料印刷
費、役務費、保険料、消耗品費 

 
 （オ）学校給食における地場産物等の活用に向け

た関係者（JA、給食事業者等）による体制の
構築等 

 

 講師謝金・旅費、コーディネーター謝金・
旅費、賃金（運営補助を目的として雇用する
臨時・非常勤職員に係るものに限る。）、調査
員手当・旅費、調査票・資料印刷費、役務
費、通信運搬費、消耗品費 
食材費（展示・試食用） 

 

 

 （カ）学校給食における地場産物等の活用に向け
た栽培指導 

 

 講師謝金・旅費、賃金（運営補助を目的と
して雇用する臨時・非常勤職員に係るものに
限る。）、資料印刷費、啓発資料作成・レンタ
ル費、役務費、保険料、通信運搬費、消耗品
費 
食材費（展示・試食用） 

 

 
 
 
 

 （キ）地場産物等を活用した和食・郷土食の普及
（献立の開発及び食育授業） 

 

 調理師（補助員を含む）及び講師に対する
謝金・旅費、資料印刷費、啓発資材作成・レ
ンタル費、役務費、通信運搬費、消耗品費 
食材費（展示、試食用。給食を除く（給食

に付け加えた試食は可。）。） 
 

 
 
 
 
 

 （ク）学校給食の規格・量に沿った機械・設備等
導入費 
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 地場産農林水産物の冷蔵・冷凍処理に必要
な機器、洗浄・カット等の一次加工に必要な
機器及び選別・選果等の出荷に必要な機器の
購入・リース費（リース費については採択年
度に係るものに限る。） 

 

   
 

  

別添１ 

 

事業メニューの実施に当たってのガイドライン 

 

 

 事業実施主体は、目標値の達成のために、交付金を活用した事業メニューを実施する場合

には、以下のガイドラインによるものとする。 

別添１ 

 

事業メニューの実施に当たってのガイドライン 

 

 

 事業実施主体は、目標値の達成のために、交付金を活用した事業メニューを実施する場合

には、以下のガイドラインによるものとする。 

 

第１ 食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金 

 

第１ 食料安全保障確立対策推進交付金 

 

１ 農畜水産物の安全性の向上 

（１-１）・（１-２）（略） 

 

１ 農畜水産物の安全性の向上 

（１-１）・（１-２）（略） 

 

（２）農薬の適正使用等の総合的な推進 

ア～エ （略） 

 

（２）農薬の適正使用等の総合的な推進 

ア～エ （略） 

オ 農薬による蜜蜂の被害を軽減するための対策の確立及び推進 

事業実施主体は、農薬による蜜蜂の被害軽減対策の確立及び有効性が判明している

対策の推進のため、次の（ア）から（ウ）までに掲げる事項を実施するものとする。 

なお、（ア）及び（ウ）の一部を外部機関へ委託することができるものとする。 

オ 農薬による蜜蜂の被害を軽減するための対策の確立 

事業実施主体は、飼養蜜蜂の被害が発生した場合であって、蜜蜂被害が農薬による

ものと考えられる場合に適用し得る被害軽減対策を地域において確立するため、次の

（ア）から（ウ）までに掲げる事項を実施するものとする。 

なお、（ア）及び（ウ）の一部を外部機関へ委託することができるものとする。 

（ア）実態調査の実施 

農薬の使用の有無及び使用されている場合の農薬の種類、適用病害虫、適用作

物、使用の時期等を確認し、蜜蜂における農薬の付着の有無の調査及び付着した場

合のばく露した量の分析並びに被害軽減に向けた調査（蜜蜂の巣箱の退避場所の探

索等）を実施する。 

（ア）実態調査の実施 

飼養蜜蜂の被害が生じた地域において、農薬の使用の有無及び使用されている場

合の農薬の種類、適用病害虫、適用作物、使用の時期等を確認するとともに、蜜蜂

における農薬の付着の有無及び付着した場合のばく露した量を調査する。 

（イ）（略） （イ）（略） 

（ウ）被害軽減対策の効果の検証 

（イ）の対策協議会における検討を踏まえ、被害軽減対策をほ場、蜜蜂の巣箱の

退避場所等において試行するなどにより、その効果を検証する。 

（ウ）被害軽減対策の効果の検証 

（イ）の対策協議会において検討された被害軽減対策をほ場において試行するな

どにより、その効果を検証する。 

カ～ク （略） カ～ク （略） 

 

（３）・（４）（略） 

 

（３）・（４）（略） 
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２ 伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止 

（１）・（２）（略） 

 

２ 伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止 

（１）・（２）（略） 

 

（３）病害虫の防除の推進 

ア 防除が困難な作物に係る防除体系の確立 

都道府県等は、従来の防除対策では防除が困難な作物に係る防除体系の確立を行う

ため、次の（ア）、（イ）までに掲げる事項を実施するものとする。 

なお、確立を図る防除体系においては、病害虫・雑草の発生を経済的な被害が生じ

るレベル以下に抑制する観点から要防除水準を策定するように努めるものとする。 

 

（３）病害虫の防除の推進 

ア 防除が困難となっている作物に対する緊急的な防除体系の確立 

都道府県等は、防除が困難となっている作物に対する緊急的な防除体系の確立を行

うため、次の（ア）、（イ）までに掲げる事項を実施するものとする。 

なお、確立を図る防除体系においては、病害虫・雑草の発生を経済的な被害が生じ

るレベル以下に抑制する観点から要防除水準を策定するように努めるものとする。 

（ア）（略） （ア）（略） 

（イ）発生パターンの変化や使用可能な農薬の減少等により防除が困難となっている作

物に対する防除体系の確立 

近年の気候変動等の影響による病害虫の発生パターンの変化、登録農薬が少ない

地域特産作物（マイナー作物）における病害虫による被害の発生、登録農薬の見直

し等による使用可能な農薬の減少等により、従来の防除対策では防除が困難となっ

ている作物について、新たな防除技術や資材の実証、代替農薬の選定・実証、スマ

ート害虫モニタリングシステム等の機器を用いた発生予察事業に関する調査手法の

実証、実証結果に基づく防除体系の確立・見直しに向けた検討会の開催、技術普及

のための説明会の開催その他の地域に適した防除体系の検討に必要な取組を行い、

効果的な防除体系を確立する。 

（イ）発生パターンの変化や使用可能な農薬の減少等により防除が困難となっている作

物に対する防除体系の確立 

近年の気候変動等の影響による病害虫の発生パターンの変化、登録農薬が少ない

地域特産作物（マイナー作物）における病害虫による被害の発生、登録農薬の見直

し等による使用可能な農薬の減少等により、従来の防除対策では防除が困難となっ

ている作物について、新たな防除技術や資材の実証、代替農薬の選定、実証結果に

基づく防除体系の策定・見直しに向けた検討会の開催、外部講師等による技術講習

会の開催、技術普及のための説明会の開催その他の地域に適した防除体系の検討に

必要な取組を行い、効果的な防除体系を確立する。 

イ 総合防除の実践 

事業実施主体は、総合防除の普及のために必要な総合防除実践指標の作成・見直し

及び人材育成を図るため、次の（ア）、(イ)に掲げる事項を実施するものとする。 

 

（ア）総合防除実践指標の作成・見直し 

都道府県等は、農作業上の工程に沿って、予防・判断・防除の各段階で利用可能

な具体的な取組内容（実践ポイント）をまとめた総合防除実践指標の作成・見直し

に向け、発生している病害虫の種類、気象や土質等の環境条件、栽培品種、栽培方

法等の地域の実情に応じた総合防除体系の実証や当該実証結果に基づく総合防除実

践指標の作成・見直しに向けた検討会の開催その他必要な取組を行う。 

 

イ 総合防除の普及 

事業実施主体は、総合防除の普及のために必要な地域の実情に応じた総合防除体系

の確立及び人材育成を図るため、次の（ア）、(イ)に掲げる事項を実施するものとす

る。 

（ア）地域の実情に応じた総合防除体系の確立 

発生している病害虫の種類、気象や土質等の環境条件、栽培品種、栽培方法等の

地域の実情に応じた総合防除の技術や資材の実証、実証結果に基づく防除体系の策

定・見直しに向けた検討会の開催、外部講師等による技術講習会の開催、技術普及

のための説明会の開催その他の地域の実情に応じた総合防除体系の検討に必要な取

組を行い、効果的な防除体系を確立する。また、病害虫の発生状況の変化等に的確

に対応し、病害虫のまん延防止及び農作物への損害発生の軽減を図るため、事業実

施主体は総合防除の検討に必要な実証、検討会の開催、その他の必要な取組を行

い、総合防除の実践を図るための指標の策定・見直しを行う。 

（イ）総合防除の普及のための指導者の育成 

事業実施主体は、総合防除の普及を図るため、総合防除の指導者の育成に必要な

研修、講習等へ参加し、又は当該研修、講習等を自ら開催する。 

（イ）総合防除の普及のための指導者の育成 

事業実施主体は、総合防除の普及を図るため、総合防除の指導者の育成に必要な

研修、講習等へ参加するか、又は指導者の育成に必要な当該研修、講習等を自ら開

催する。 
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ウ 広域型総合防除体制の構築 

事業実施主体は、水稲又は果樹を対象とした広域型総合防除体制の構築に向けて、

産地協議会を設立し事業を実施するものとする。 

産地協議会は、生産者（農業法人等を含む。）、都道府県、市町村、農業協同組合等

の農業団体、サービス事業者、メーカー等で組織するものとし、発生予察情報や地域

の作付計画等を基に、効果的・効率的な地域単位での防除計画を作成するものとす

る。また、作成した防除計画に基づき、地域一体での、スクミリンゴガイに対する冬

期耕うんや、斑点米カメムシ類に対する河川敷等を含めた雑草地の一斉草刈り等によ

る病害虫の発生源の解消、サービス事業者を活用したドローンによる共同防除、交信

かく乱剤の地域一帯での利用 、病害虫の大量発生が予測される時の臨機防除体制の整

備等の実証を行う。なお、実証に当たっては、体制の構築に際しての課題も確認する

こと。また、事業実施主体がこの事業メニューを実施する場合にあっては、重要病害

虫の特別防除等の事業メニューにおいて防除体系の確立のための実証を行っている場

合を除く。 

（新設） 

エ （略） ウ （略） 

 

（４）重要病害虫の特別防除等 

ア （略） 

 

（４）重要病害虫の特別防除等 

ア （略） 

イ 重要病害虫等の防除 

（ア）～（エ）（略） 

イ 重要病害虫等の防除等 

（ア）～（エ）（略） 

ウ （略） ウ （略） 

エ 特殊病害虫根絶防除 

（ア）鹿児島県は、奄美群島に発生しているアリモドキゾウムシの根絶のため、奄美群

島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）の規定に基づき、自然環境に配慮し

た上で、次のａからｄまでに掲げる防除等を行うものとする。 

エ 特殊病害虫根絶防除 

（ア）鹿児島県は、奄美群島に発生しているアリモドキゾウムシの根絶のため、奄美群

島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）の規定に基づき、自然環境に配慮し

た上で、次のａからｃまでに掲げる防除等を行うものとする。 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

ｄ 無発生地域の維持に向けた防除体系の実証 

ａからｃまでの防除等を行った結果得られたアリモドキゾウムシの無発生地域

の維持に必要な調査・防除等を行う。 

（新設） 

（イ）鹿児島県は、奄美群島に発生しているカンキツグリーニング病菌の根絶のため、

次のａからｄまでに掲げる防除等を行うものとする。 

（イ）鹿児島県は、鹿児島県奄美群島に発生しているカンキツグリーニング病菌の根絶

のため、次のａからｄまでに掲げる防除等を行うものとする。 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

ｄ 指導、事業周知活動 

ａからｃまでの防除等を行う際、病害虫のまん延防止を図るため、必要な指

導、事業周知活動を行うものとする。 

ｄ 指導、事業周知活動 

ａからｃを行う際、病害虫のまん延防止を図るため、必要な指導、事業周知活

動を行うものとする。 

 

３ 地域での食育の推進 

（１）事業の内容等 

 

３ 地域での食育の推進 

（１）事業の内容等 
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第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画及び食育基本法（平成17年法律

第63号）第17条に基づき作成した都道府県食育推進計画及び市町村食育推進計画（以下

「食育推進計画」という。）に定められた目標の達成に向けて、次のアからシまでの取組

の全部又は一部を行う。 

なお、コの取組については、アからケまでの取組と併せて行うものとする。 

また、事業の実施に当たっては、国産農林水産物や地域の食品の魅力の再発見と生産

者に対する理解向上に資するようにするとともに、事業実施主体においては、事業で実

施した取組を都道府県域内に広く普及させるための取組を行うものとする。 

さらに、都道府県等は、本事業を効果的・効率的に実施することを目的として、必要

に応じて本事業の事業実施主体及びその他の関係者が参加する会議を事業実施期間内に

開催するものとする。なお、同会議の開催に当たっては、会議参加者等で構成する食育

協議会を組織するよう努めるものとする。 

第４次食育推進基本計画及び食育基本法（平成17年法律第63号）第17条に基づき作成

した都道府県食育推進計画及び市町村食育推進計画（以下「食育推進計画」という。）に

定められた目標の達成に向けて、次のアからサまでの取組の全部又は一部を行う。 

なお、コの取組については、アからケまでの取組と併せて行うものとする。 

また、事業の実施に当たっては、国産農林水産物や地域の食品の魅力の再発見と生産

者に対する理解向上に資するようにするとともに、事業実施主体においては、事業で実

施した取組を都道府県域内に広く普及させるための取組を行うものとする。 

さらに、都道府県等は、本事業を効果的・効率的に実施することを目的として、必要

に応じて本事業の事業実施主体及びその他の関係者が参加する会議を事業実施期間内に

開催するものとする。なお、同会議の開催に当たっては、会議参加者等で構成する食育

協議会を組織するよう努めるものとする。 

ア （略） ア （略） 

イ 食育活動を推進する人材の育成及び活動の促進 

地域における食育活動を総合的かつ効果的に推進するため、食品衛生、栄養改善、

農業生産、食文化等の分野において専門的に食育活動を行うボランティア活動の調

整、コーディネート等を行うことができる食育推進リーダーの育成及び食に関する民

間資格を有する者の活用を促進するとともに、食育推進リーダー及び食に関する民間

資格を有する者の活動（講習会、研修会、交流会、現地指導等）を通じて食文化の保

護・継承、日本型食生活等の普及、農林漁業体験機会の提供等を促進する。 

イ 食育推進リーダーの育成及び活動の促進 

地域における食育活動を総合的かつ効果的に推進するため、食品衛生、栄養改善、

農業生産、食文化等の分野において専門的に食育活動を行うボランティア活動の調

整、コーディネート等を行うことができる食育推進リーダーの育成を促進するととも

に、食育推進リーダーの活動（講習会、研修会、交流会、現地指導等）を通じて食文

化の保護・継承、日本型食生活等の普及、農林漁業体験機会の提供等を促進する。 

ウ～カ （略） ウ～カ （略） 

キ 共食の場における食育活動 

地域における共食のニーズを把握し、共食の場において食材を提供する地域の農林

漁業者等とのマッチングの取組、地域の農林漁業者等や食文化の継承者を招いた食育

の取組、地域における共食の場を試験的に設けるための取組を行う。 

なお、共食の場を設ける際には、食や農林水産業への理解を深めるための活動とな

るよう、国産・地場産食材を中心に使用することとし、単なる食料供給の場とならな

いようにする。 

また、別表２の事業メニューの欄のキに係る経費の欄の（エ）共食の場の提供費の

支援を受けた者は、翌年度以降上記（エ）の支援を受けることはできない。 

キ 共食の場における食育活動 

地域における共食のニーズを把握し、共食の場において食材を提供する地域の農林

漁業者等とのマッチングの取組、地域の農林漁業者等や食文化の継承者を招いた食育

の取組、地域における共食の場を試験的に設けるための取組及び新型コロナウイルス

感染症の影響を受け、活動の休止、縮小等している既存の共食の場を再開するための

取組を行う。 

なお、共食の場を設ける際には、食や農林水産業への理解を深めるための活動とな

るよう、国産・地場産食材を中心に使用することとし、単なる食料供給の場とならな

いようにする。 

また、既存の共食の場の再開支援については、再開のために別表２の事業メニュー

の欄のキに係る経費の欄の（エ）共食の場の提供費の支援を受けた者は、翌年度以降

上記（エ）の支援を受けることはできない。 

ク・ケ （略） ク・ケ （略） 

コ 課題解決に向けたシンポジウム等の開催 

第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画及び食育推進計画に掲げられ

た課題の解決及び目標達成に資するテーマに基づくシンポジウム、交流会、展示会等

を開催する。 

コ 課題解決に向けたシンポジウム等の開催 

第４次食育推進基本計画及び食育推進計画に掲げられた課題の解決及び目標達成に

資するテーマに基づくシンポジウム、交流会、展示会等を開催する。 
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サ （略） サ （略） 

シ 「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組 

生産者等が学校関係者等と連携して、農林漁業に関する研修・座学・体験機会の提

供、学校給食における地場産物等の活用等を総合的に実現する計画の策定とその実践

を行う。 

（新設） 

 

（２）事業の実施 

ア （略） 

 

（２）事業の実施 

ア （略） 

イ 申請できない経費 

（ア）・（イ）（略） 

イ 申請できない経費 

（ア）・（イ）（略） 

（ウ）実施に伴い相応の利益を得る可能性のある事業に関わる経費（別表２の１及び２

カの（カ）を活用した取組、別表２の３の取組及び別表２の４（ク）の取組を行う

場合を除く。） 

（ウ）実施に伴い相応の利益を得る可能性のある事業に関わる経費（別表２の１及び２

カの（カ）を活用した取組及び、別表２の３の取組を行う場合を除く。） 

ウ 事業実施主体の責務等 

（ア）（略） 

ウ 事業実施主体の責務等 

（ア）（略） 

ａ 利益等排除の対象となる調達先 

事業実施主体が次の①から③までのいずれかの関係にある会社から調達を受け

る場合（他の会社を経由した場合及びいわゆる下請会社の場合を含む。）は、利益

等排除の対象とする。 

① 事業実施主体自身 

② 100％同一の資本に属するグループ企業 

③ 事業実施主体の関係会社 

ａ 利益等排除の対象となる調達先 

事業実施主体が次の①から③までのいずれかの関係にある会社 から調達を受け

る場合（他の会社を経由した場合及びいわゆる下請会社の場合を含む。）は、利益

等排除の対象とする。 

① 事業実施主体自身 

② 100％同一の資本に属するグループ企業 

③ 事業実施主体の関係会社 

（イ）・（ウ）（略） （イ）・（ウ）（略） 

（エ）（１）カ及びシの事業において、地場産農林水産物の冷蔵・冷凍処理に必要な機

器、洗浄・カット等の一次加工に必要な機器及び選別・選果等の出荷に必要な機器

を購入する場合 

ａ 該当する機械・設備等を１社しか扱っていない場合を除き、原則３社以上の見

積書、カタログ等を備えておくこと。 

ｂ 耐用年数が経過するまでは、事業実施主体による善良なる管理者の注意をもっ

て当該機械・設備を管理する体制が整っていること。 

ｃ 当該機械・設備を別の者に使用させる場合は、使用・管理についての契約を交

わすこと。 

（エ）（１）カの事業において、地場産農林水産物の冷蔵・冷凍処理に必要な機器、洗

浄・カット等の一次加工に必要な機器及び選別・選果等の出荷に必要な機器を購入

する場合 

ａ 該当する機械・設備等を１社しか扱っていない場合を除き、原則３社以上の見

積書、カタログ等を備えておくこと。 

ｂ 耐用年数が経過するまでは、事業実施主体による善良なる管理者の注意をもっ

て当該機械・設備を管理する体制が整っていること。 

ｃ 当該機械・設備を別の者に使用させる場合は、使用・管理についての契約を交

わすこと。 

エ （略） エ （略） 

 

第２ 食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金 

伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止 

家畜衛生の推進 

（１）・（２）（略） 

 

第２ 食料安全保障確立対策整備交付金 

伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止 

１ 家畜衛生の推進 

（１）・（２）（略） 
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（削る。） ２ 不妊虫増殖施設の整備 

（１）事業内容 

不妊虫増殖施設の整備 

鹿児島県奄美群島等に発生しているセグロウリミバエ等のミバエ類について、防除に

必要な数の不妊虫を迅速に供給できるよう、不妊虫増殖施設を整備する（ただし、新設

を除く。）。 

  

別添２ 

 

都道府県知事等に交付する交付金の額の算定の方法について 

 

都道府県知事等に交付する交付金の額は、毎年度、次により求める額とする。 

 

（１）食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金（要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼

確保対策推進交付金の目的欄の１農畜水産物の安全性の向上及び２伝染性疾病・病害虫

の発生予防・まん延防止関係） 

 

（略） 

 

別添２ 

 

都道府県知事等に交付する交付金の額の算定の方法について 

 

都道府県知事等に交付する交付金の額は、毎年度、次により求める額とする。 

 

（１）食料安全保障確立対策推進交付金（要綱別表１の１の食料安全保障確立対策推進交付

金の目的欄の１農畜水産物の安全性の向上及び２伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん

延防止関係） 

 

（略） 

 

  

（２）食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金（要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼

確保対策推進交付金の目的欄の３地域での食育の推進関係） 

 

① 都道府県を通じた取組の事業実施主体別配分額の決定 

ア 配分方法 

事業実施計画について、表２－２に掲げる評価項目に定める配点基準に従ってポイ

ントを与えた上で、次に掲げる方法により算定された額を合計し、都道府県等へ配分

する。 

ａ～ｃ （略） 

ｄ 配分額に変化が起こらなくなるまで、ｂ及びｃを繰り返す。 

なお、同一ポイントを獲得した事業実施計画が複数ある場合には、事業の要望額が

小さい事業実施計画から優先的に配分する。 

都道府県等の監督・指導等については、配分対象となった事業実施計画に応じて配

分する。 

（２）食料安全保障確立対策推進交付金（要綱別表１の１の食料安全保障確立対策推進交付

金の目的欄の３地域での食育の推進関係） 

 

① 事業実施主体別配分額の決定 

ア 配分方法 

事業実施計画について、表２－２に掲げる評価項目に定める配点基準に従ってポイ

ントを与えた上で、次に掲げる方法により算定された額を合計し、都道府県等へ配分

する。 

ａ～ｃ （略） 

ｄ 配分額に変化が起こらなくなるまで、ｂ及びｃを繰り返す。 

なお、同一ポイントを獲得した事業実施計画が複数ある場合には、事業の要望額が

小さい事業実施計画から優先的に配分する。 

都道府県の監督・指導等については、配分対象となった事業実施計画に応じて配分

する。 

イ （略） 

 

イ （略） 
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②・③ （略） 

 

②・③ （略） 

 

 

④ 「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体への配分額の決定 

ア 配分方法 

事業実施計画について、表２－５に掲げる評価項目に定める配点基準に従ってポイン

トを与えた上で、消費・安全局長があらかじめ定めた額の範囲内でポイントの高い事業

実施計画から順に配分する。 

なお、同一ポイントを獲得した事業実施計画が複数ある場合には、「地域農業・教育連

携モデルの創出」の取組の事業実施主体の要望額が小さい事業実施計画から優先的に配

分する。 

イ 留意事項 

ａ 評価項目に「不選定」の評価がある事業実施計画については、交付金の配分の対象

としないことにする。 

ｂ 配分対象となった事業実施計画の実施を取りやめた場合は、当該年度及び次年度に

おいて、同一の事業実施計画で要望はできないものとする。ただし、自然災害その他

のやむを得ない事情があると消費・安全局長が認める場合は、この限りではない。 

 

（新設） 

  

表２－２（都道府県を通じた取組） 

評価項目及び配点基準 ポイント 

有 

効 

性 

① 事業の目的が第４次食育推進基本計画、第５次食育推進基本計画又は事業実施

地域を所管する都道府県若しくは市町村が策定した食育推進計画の目標達成に資

するものとなっているか。 

ア 目的が第４次食育推進基本計画、第５次食育推進基本計画又は都道府県

若しくは市町村の食育推進計画の目標達成に資するものとなっている。 

イ 目的が第４次食育推進基本計画、第５次食育推進基本計画又は都道府県

若しくは市町村の食育推進計画の目標達成に資するものとなっていない。 

（略） 

② （略）  （略） 

（ 

略 

） 

（略） （略） 

加

算 

⑦ 以下の項目のうち、該当する項目ごとに２点を加算する。（最大22点） 

ａ～ｂ （略） 

ｃ 食育活動を推進する人材の育成及び活動の促進において、地域の食育人

材を広く会した交流会の開催を行う場合 

（略） 

表２－２ 

評価項目及び配点基準 ポイント 

有 

効 

性 

① 事業の目的が第４次食育推進基本計画、事業実施地域を所管する都道府県又は

市町村が策定した食育推進計画の目標達成に資するものとなっているか。 

 

ア 目的が第４次食育推進基本計画、都道府県又は市町村の食育推進計画の

目標達成に資するものとなっている。 

イ 目的が第４次食育推進基本計画、都道府県又は市町村の食育推進計画の

目標達成に資するものとなっていない。 

（略） 

② （略）  （略） 

（ 

略 

） 

（略） （略） 

加

算 

⑦ 以下の項目のうち、該当する項目ごとに２点を加算する。（最大22点）） 

ａ～ｂ （略） 

ｃ 食育推進リーダーの育成及び活動の促進において、地域の食育人材を広

く会した交流会の開催を行う場合 

（略） 
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ｄ 食育活動を推進する人材の育成及び活動の促進において、農業等の理解

醸成の取組を実践するための研修の取組を行う場合 

ｅ～ｋ （略） 

⑧・⑨ （略） （略） 
 

ｄ 食育推進リーダーの育成及び活動の促進において、農業等の理解醸成の

取組を実践するための研修の取組を行う場合 

ｅ～ｋ （略） 

⑧・⑨ （略） （略） 
 

※⑧、⑨について、自然災害や経済的事情の著しい変化等の要因によって、正常な事業の遂

行が困難になった場合であって、地方農政局長等がやむを得ないと認めた場合その評価項

目によらないとすることができる。 

※⑧、⑨について、自然災害や経済的事情の著しい変化等の要因によって、正常な事業の遂

行が困難になった場合であって、地方農政局長等及び消費・安全局長がやむを得ないと認

めた場合その評価項目によらないとすることができる。 

  

表２－３（都道府県域を越えた取組） 

評価項目及び配点基準 ポイント 

有 

効 

性 

① 事業の目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達

成に資するものとなっているか。 

ア 目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達

成に資するものとなっている。 

イ 目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達成

に資するものとなっていない。 

（略） 

② （略）  （略） 

（ 

略 

） 

（略） （略） 

加 

算 

⑦ 以下の項目のうち、該当する項目ごとに２点を加算する。（最大18点） 

ａ 食育活動を推進する人材の育成及び活動の促進において、地域の食育人

材を広く会した交流会の開催を行う場合 

ｂ 食育活動を推進する人材の育成及び活動の促進において、農業等の理解

醸成の取組を実践するための研修の取組を行う場合 

ｃ～ｉ （略） 

（略） 

⑧・⑨ （略）  （略） 

※⑧、⑨について、自然災害や経済的事情の著しい変化等の要因によって、正常な事業

の遂行が困難になった場合であって、消費・安全局長がやむを得ないと認めた場合そ

の評価項目によらないとすることができる。 
 

表２－３ 

評価項目及び配点基準 ポイント 

有 

効 

性 

① 事業の目的が第４次食育推進基本計画の目標達成に資するものとなっている

か。 

ア 目的が第４次食育推進基本計画の目標達成に資するものとなってい

る。 

イ 目的が第４次食育推進基本計画の目標達成に資するものとなっていな

い。 

（略） 

② （略）  （略） 

（ 

略 

） 

（略） （略） 

加 

算 

⑦ 以下の項目のうち、該当する項目ごとに２点を加算する。（最大18点） 

ａ 食育推進リーダーの育成及び活動の促進において、地域の食育人材を広

く会した交流会の開催を行う場合 

ｂ 食育推進リーダーの育成及び活動の促進において、農業等の理解醸成の

取組を実践するための研修の取組を行う場合 

ｃ～ｉ （略） 

（略） 

⑧・⑨ （略）  （略） 

※⑧、⑨について、自然災害や経済的事情の著しい変化等の要因によって、正常な事業

の遂行が困難になった場合であって、地方農政局長等及び消費・安全局長がやむを得

ないと認めた場合その評価項目によらないとすることができる。 
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表２－４（「産地・生産者への理解向上」の取組） 

評価項目及び配点基準 ポイント 

有 

効 

性 

① 事業の目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達

成に資するものとなっているか。 

ア 目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達成

に資するものとなっている。 

イ 目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達成

に資するものとなっていない。 

（略） 

② （略）  （略） 

（ 

略 

） 

（略）  （略） 

※⑧、⑨について、自然災害や経済的事情の著しい変化等の要因によって、正常な事業

の遂行が困難になった場合であって、消費・安全局長がやむを得ないと認めた場合そ

の評価項目によらないとすることができる。 
 

表２－４ 

評価項目及び配点基準 ポイント 

有 

効 

性 

① 事業の目的が第４次食育推進基本計画の目標達成に資するものとなっている

か。 

ア 目的が第４次食育推進基本計画の目標達成に資するものとなっている。 

 

イ 目的が第４次食育推進基本計画の目標達成に資するものとなっていな

い。 

（略） 

② （略）  （略） 

（ 

略 

） 

（略）  （略） 

※⑧、⑨について、自然災害や経済的事情の著しい変化等の要因によって、正常な事業

の遂行が困難になった場合であって、地方農政局長等及び消費・安全局長がやむを得

ないと認めた場合その評価項目によらないとすることができる。 
 

  

表２－５（「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組） 

評価項目及び配点基準 ポイント 

有 

効 

性 

① 事業の目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達

成に資するものとなっているか。 

ア 目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達

成に資するものとなっている。 

イ 目的が第４次食育推進基本計画又は第５次食育推進基本計画の目標達

成に資するものとなっていない。 

 

 

５ 

 

不選定 

② 事業の目的が、全国的な課題を捉え、課題を踏まえたものとなっているか。 

ア 全国的な課題について、調査結果等のデータに基づいたものになって

おり、また、目的がその課題に適切に対応している。 

イ 事業実施主体が考える全国的な課題について、目的がその課題に適切

に対応している。 

ウ 事業実施主体が考える全国的な課題に対して、適切な目的となってい

ない。 

 

５ 

 

３ 

 

不選定 

（新設） 
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③ 事業の内容が、農林漁業に関する教育を総合的に実施するものとなっている

か。 

ア 以下（ⅰ）～（ⅲ）の要素を全て実施する計画となっている。 

（ⅰ）学校給食における地場産物等の活用 

（ⅱ）農林漁業等に関する座学 

（ⅲ）農林漁業体験 

イ アの（ⅰ）～（ⅲ）の要素を全て実施する計画となっていない。 

 

 

５ 

 

 

 

不選定 

④ 事業の内容について自立的な継続に向けた取組となっているか。 

ア 自立的な継続に向けた取組を行う計画となっている。 

イ 自立的な継続に向けた取組を行う計画となっていない。 

 

５ 

不選定 

効 

率 

性 

⑤ 事業実施を効率的に行うためのスケジュールになっているか。 

ア 実施時期が具体的で余裕のあるスケジュールが想定されており、効率

的な事業運営が見込まれる。 

イ 無理のないスケジュールが想定されており、効果的な事業運営が見込

まれる。 

ウ 事業運営に無理のあるスケジュールになっている。 

 

５ 

 

３ 

 

不選定 

実 

現 

性 

⑥ 事業の内容が、本事業で設定した目標の達成に資するものとなっているか。 

ア 本事業で設定した目標の達成に向けて、明確かつ論理的な事業内容と

なっている。 

イ 本事業で設定した目標の達成に向けた事業内容になっている。 

ウ 本事業で設定した目標の達成に向けた事業内容になっていない。 

 

５ 

 

３ 

不選定 

⑦ 事業実施主体に事業遂行能力が備わっているか。 

ア 事業実施主体に事業遂行能力が備わっている。 

イ 事業実施主体に事業遂行能力が備わっていない。 

 

５ 

不選定 

普 

及 

性 

⑧ 取組を事業実施主体の事業以外に、ホームページや広報誌等を活用して広く

普及させることにより、本事業の効果を更に高めていることが示されている

か。 

ア 事業実施主体の事業、HPや広報誌等以外にも、広く閲覧される媒体又

は多人数が集まるイベント等での普及を予定している。 

イ 事業実施主体の事業以外に、事業実施主体のHPや広報誌等を活用した

普及方法を予定している。 

ウ 事業実施主体の事業以外にHPや広報誌等を活用した普及方法を予定し

ていない。 

 

 

 

５ 

 

３ 

 

不選定 

加 

算 

⑨ 以下の項目のうち、該当する項目ごとに２点を加算する。（最大10点） 

ａ 播種や収穫等、複数の工程を含む農林漁業体験を提供する場合。 

ｂ 学校給食における地場産物等の使用品目数や使用量等を増加させる場

合。（申請前との比較。） 

 

２ 

２ 
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ｃ イの他、新規の取組を行う場合。（実施主体が申請前から実施している

取組ではない場合。） 

ｄ 食育活動を通じて事業実施主体の持続的な成長を図る取組となってい

る。（事業実施主体が提出した事業内容が、食育に関する課題の解決と同

時に、ブランドイメージ等の企業価値の向上が図られる取組となってい

ることがわかる。） 

ｅ 環境に配慮した農林水産物・食品への理解向上の取組となっている。

（事業実施主体が提出した事業内容が、「みどりの食料システム戦略」に

沿った取組になっている等、環境に配慮した取組の見える化に資する取

組となっていることがわかる。） 

２ 

 

２ 

 

 

 

２ 

 
  

  

（３）食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金 

 

 

① （略） 

 

（３）食料安全保障確立対策整備交付金（要綱別表１の２の食料安全保障確立対策整備交付

金の目標欄の（１）家畜衛生の推進関係） 

 

① （略） 

 

② ポイントの算定方法 

ガイドラインの第２の１のアの取組を実施する場合は、 

ポイント数 ＝ αア＋βイ＋γウ＋エ 

とし、ガイドラインの第２の１のイ及びウの取組を実施する場合は、 

ポイント数 ＝ αオ＋βカ＋γキ＋ク 

とする。 

アからクまでの算出方法については次のとおり。 

② ポイントの算定方法 

ガイドラインの第２の１のアの取組を実施する場合は、 

ポイント数 ＝ αア＋βイ＋γウ＋エ 

とし、ガイドラインの第２の１のイ及びウの取組を実施する場合は、 

ポイント数 ＝ αオ＋βカ＋γキ＋ク 

とする。 

アからクの算出方法については次のとおり。 

  

ア～エ （略） 

オの算出方法・カの算出方法 （略） 

 

ア～エ （略） 

オの算出方法・カの算出方法 （略） 

キの算出方法 

キ ＝ａ＋ｂ＋ｃ 

ａ・ｂ （略） 

ｃ：１（野生動物侵入防止壁を整備する場合であって、韓国釜山港からのフェリーの定

期航路が就航している都道府県に整備対象農場が所在する場合又は整備対象農場が

豚熱発生農場であり、家畜保健衛生所の指導に基づき飼養衛生管理の更なる向上の

ために整備する場合に限る。） 

 

キの算出方法 

キ ＝ａ＋ｂ＋ｃ 

ａ・ｂ （略） 

ｃ：１（野生動物侵入防止壁を整備する場合であって、韓国釜山港からのフェリーの定

期航路が就航している都道府県に整備対象農場が所在する場合に限る。） 

 

クの算出方法 （略） 

 

クの算出方法 （略） 
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【ガイドラインの区分に応じた係数】   

（略） 

 

【ガイドラインの区分に応じた係数】   

（略） 

  

（削る。） （４）食料安全保障確立対策整備交付金（要綱別表１の２の食料安全保障確立対策整備交付

金の目標欄の（２）不妊虫増殖施設の整備関係） 

 ① 交付金の算定方法 

都道府県ごとの交付額は、各都道府県が策定した施設ごとの事業実施計画において設

定された目標値からポイント数を算定し、不妊虫増殖施設の整備に係る予算の範囲内

で、ポイント数の最も多いものに配分する。ただし、ポイント数が同じ事業実施計画が

複数ある場合には、速やかに整備を要する事情が特に認められるものに配分する。 

 

 ② ポイントの算定方法 

ポイント数＝a＋b＋c 

a：現在、ミバエ類不妊虫の放飼による防除が実施できない都道府県で整備される施設

の場合は、２ポイントを加算する。 

b：ミバエ類が侵入又は侵入のおそれがある都道府県で整備される施設の場合は、１ポ

イントを加算する。 

c：本事業で整備された施設で生産されたミバエ類不妊虫を、ミバエ類の侵入が確認さ

れた都道府県に供給できる場合は、２ポイントを加算する。  

  

別添３ 

 

特別交付型交付金の交付その他運用の方法について 

 

１ （略） 

 

別添３ 

 

特別交付型交付金の交付その他運用の方法について 

 

１ （略） 

 

２ 特別交付型交付金の対象となる事業の内容 

特別交付型交付金の対象となる事業の内容は、要綱別表１の１のうち下表に掲げるもの

とする。 

目  的 目  標 事業メニュー 

Ⅰ農畜水産物の安

全性の向上 

（略） （略） 

   

(1) ・(2) （略） （略）  

 

２ 特別交付型交付金の対象となる事業の内容 

特別交付型交付金の対象となる事業の内容は、要綱別表１の１のうち下表に掲げるもの

とする。 

目  的 目  標 事業メニュー 

Ⅰ農畜水産物の安

全性の向上 

（略） （略） 

   

(1)・(2) （略） （略） 
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Ⅱ伝染性疾病・病

害 虫 の 発 生 予

防・まん延防止 

(3) 病害虫の防除の

推進 

(1)防除が困難な作物に係る防除体系の

確立  

(4) （略） （略） 
 

Ⅱ伝染性疾病・病

害 虫 の 発 生 予

防・まん延防止 

(3) 病害虫の防除の

推進 

(1)防除が困難な作物に対する防除体系

の確立  

(4) （略） （略） 
 

 

３～５ （略） 

 

３～５ （略） 

  

別添４ 

 

事後評価結果の反映の方法等について 

 

１ 都道府県等における事後評価の方法（要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策

推進交付金の目的欄の１農畜水産物の安全性の向上及び２伝染性疾病・病害虫の発生予

防・まん延防止並びに要綱別表１の２食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金関係） 

（１）・（２）（略） 

 

２ 事後評価結果の反映（要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金の目

的欄の１農畜水産物の安全性の向上及び２伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止並

びに要綱別表１の２食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金関係） 

１で求めた都道府県等の総合評価の結果を基に、表４－１から、配分額への反映率（評

価結果指標）を求め、別添２の算式に適用することにより、次年度以降の交付金の額に反

映させる。 

 

３ 都道府県等、都道府県域を越えた取組の事業実施主体、「産地・生産者への理解向上」の

取組の事業実施主体及び「地域農業・教育連携モデルの創出」の取組の事業実施主体にお

ける事後評価の方法（要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金の目的

欄の３地域での食育の推進関係） 

（１）（略） 

（２）都道府県等にあっては、前号で求めた事業メニューごとの達成度を、各事業メニュー

の交付金の執行額で加重平均し、都道府県等の総合的な達成度を算出し、その結果を表

４－２の基準に当てはめて、総合評価を行う。 

（３）・（４）（略） 

 

４ 事後評価結果の反映（要綱別表１の１の食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金の目

的欄の３地域での食育の推進関係） 

地域での食育の推進にあっては、前々年度の評価を踏まえて、別添２の（２）の別表に

掲げるポイントを加算する。 

 

別添４ 

 

事後評価結果の反映の方法等について 

 

１ 都道府県等における事後評価の方法（要綱別表１の１の食料安全保障確立対策推進交付

金の目的欄の１農畜水産物の安全性の向上及び２伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延

防止並びに要綱別表１の２食料安全保障確立対策整備交付金関係） 

（１）・（２）（略） 

 

２ 事後評価結果の反映（要綱別表１の１の食料安全保障確立対策推進交付金の目的欄の１

農畜水産物の安全性の向上及び２伝染性疾病・病害虫の発生予防・まん延防止並びに要綱

別表１の２食料安全保障確立対策整備交付金関係） 

１で求めた都道府県等の総合評価の結果を基に、表４－１から、配分額への反映率（評

価結果指標）を求め、別添２の算式に適用することにより、次年度以降の交付金の額に反

映させる。 

 

３ 都道府県等、都道府県域を越えた取組の事業実施主体及び「産地・生産者への理解向

上」の取組の事業実施主体における事後評価の方法（要綱別表１の１の食料安全保障確立

対策推進交付金の目的欄の３地域での食育の推進関係） 

 

（１）（略） 

（２）都道府県等にあっては、（１）で求めた事業メニューごとの達成度を、各事業メニュー

の交付金の執行額で加重平均し、都道府県等の総合的な達成度を算出し、その結果を表

４－２の基準に当てはめて、総合評価を行う。 

（３）・（４）（略） 

 

４ 事後評価結果の反映（要綱別表１の１の食料安全保障確立対策推進交付金の目的欄の３

地域での食育の推進関係） 

令和６年度以降、地域での食育の推進に当たっては、前々年度の評価を踏まえて、別添

２の（２）の別表に掲げるポイントを加算する。 
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別添５－１ 

 

特定疾病まん延防止措置の運用について 

 

１～３ （略） 

 

４ 交付対象 

（１）まん延防止措置推進対策 

都道府県が行う養殖法第８条第１項に基づく都道府県知事の命令に伴う損失の補償に

ついて以下により算出される経費とする。 

ア 水産動植物の価値相当分に要する経費 

下記の算式により算出される水産動植物の価値相当分を助成の対象とする。 

ただし、養殖法第９条第３項の規定に基づき都道府県知事が決定した損失補償額が

当該算式により算出された水産動植物の価値相当分の額を下回る場合は、都道府県知

事が決定した損失補償額を当該水産動植物の価値相当分とする。 

 

（水産動植物の価値相当分）＝（焼却・埋却命令による処分の時点で生きている水産

動植物に係る種類ごとの単価）×（焼却・埋却命令による処分の時点で生きているも

のとして立会いの都道府県職員が確認した種類ごとの数量）×５／１０ 

ただし、以下の種類ごとの単価を上限とし、地域ごとの実勢単価がこれを下回る場

合には当該実勢単価とする。 

 

・水産動植物に係る種類ごとの単価 

次の表の魚種の欄に掲げる水産動植物の単価はそれぞれの単価の欄に定める額以下の

額とし、その他の水産動植物については、都道府県等が示す実勢単価等を踏まえて消

費・安全局長が個別に定める価格とする。 

 

 

魚  種 

 

単  価  （単位：円／kg） 

 

（略） 

 

（略） 

 

ニジマス 

 

（略） 

 

イワナ 

 

１，１９４ 

 

（略） 

 

（略） 

 

別添５－１ 

 

特定疾病まん延防止措置の運用について 

 

１～３ （略） 

 

４ 交付対象 

（１）まん延防止措置推進対策 

都道府県が行う養殖法第８条第１項に基づく都道府県知事の命令に伴う損失の補償に

ついて以下により算出される経費とする。 

ア 水産動植物の価値相当分に要する経費 

下記の算式により算出される水産動植物の価値相当分を助成の対象とする。 

ただし、養殖法第９条第３項の規定に基づき都道府県知事が決定した損失補償額が

当該算式により算出された水産動植物の価値相当分の額を下回る場合は、都道府県知

事が決定した損失補償額を当該水産動植物の価値相当分とする。 

 

（水産動植物の価値相当分）＝（焼却・埋却命令による処分の時点で生きている水産

動植物に係る種類ごとの単価）×（焼却・埋却命令による処分の時点で生きているも

のとして立会いの都道府県職員が確認した種類ごとの数量）×５／１０ 

ただし、以下の種類ごとの単価を上限とし、地域ごとの実勢単価がこれを下回る場

合には当該実勢単価とする。 

 

・水産動植物に係る種類ごとの単価 

次の表の魚種の欄に掲げる水産動植物の単価はそれぞれの単価の欄に定める額以下の

額とし、その他の水産動植物については、都道府県等が示す実勢単価等を踏まえて消

費・安全局長が個別に定める価格とする。 

 

 

魚  種 

 

単  価  （単位：円／kg） 

 

（略） 

 

（略） 

 

ニジマス 

 

（略） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（略） 

 

（略） 
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イ～エ （略） 

 

（２）（略） 

 

イ～エ （略） 

 

（２）（略） 

  

別記様式第１号  

  

（略） 

  

１～３ （略） 

  

別添  

 

目標名及

び事業メ

ニュー 

 

事業実 

施主体 

 

事 業 内 容 

(施設区分) 

 

事業量 

 

事業費 

 

着 手 

（着工） 

予 定 

年月日 

 

完 了 

（竣工）

予 定 

年月日 

 

理 由 

  

  

  

              

（注）食品安全・消費者信頼確保対策推進交付金については、着手届  

食品安全・消費者信頼確保対策整備交付金については、着工届とする。  

 

別記様式第１号  

  

（略） 

 

１～３ （略） 

  

別添  

 

目標名及

び事業メ

ニュー 

 

事業実 

施主体 

 

事 業 内 容 

(施設区分) 

 

事業量 

 

事業費 

 

着 手 

（着工） 

予 定 

年月日 

 

完 了 

（竣工）

予 定 

年月日 

 

理 由 

  

  

  

              

（注）食料安全保障確立対策推進交付金については、着手届  

食料安全保障確立対策整備交付金については、着工届とする。  

附 則 

１ この通知による改正は、令和８年４月７日から施行する。 

２ この通知による改正前の消費・安全対策交付金実施要領に基づき実施した事業については、なお従前の例による。 


